
被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

 【平成１９年１１月８日 参議院災害対策特別委員会】 
 
自然災害による被災者がその被害から回復するためには、日常生活の再建と
ともに、その生活の基盤たる「住まい」の再建を欠かすことはできない。また
被災地における住宅再建は、単に個人レベルにおける再建だけではなく、地域
社会の迅速な復興のためにも極めて重要である。かかる見地から、政府は、本
法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 
 
一、支援金の支給限度額については、被災者の住宅再建に対する意欲に十分応
え得るよう、今後の実績等を踏まえ、引き続き検討すること。 
 
二、本法施行後四年を目途として、支援金の支給限度額、国の補助割合を含め、
制度の見直しを行うなどの総合的な検討を加えること。 
 
右決議する 

 
 

被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

 【平成１９年１１月９日 衆議院災害対策特別委員会】 
 
自然災害による被災者がその被害から回復するためには、日常生活の再建と
ともに、その生活の基盤たる「住まい」の再建を欠かすことはできない。また
被災地における住宅再建は、単に個人レベルにおける再建だけではなく、地域
社会の迅速な復興のためにも極めて重要である。かかる見地から、政府は、本
法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 
 
一 支援金の支給限度額については、被災者の住宅再建に対する意欲に十分応
え得るよう、今後の実績等を踏まえ、引き続き検討すること。 
 
二 支援金支給等の前提となる住宅の被害認定については、浸水被害及び地震
被害の特性にかんがみ、被害の実態に即して適切な運用が確保されるよう検
討を加えること。 
 
三 支援金の申請及び支給状況等を勘案し、本法施行後四年を目途として、対
象及び負担のあり方を含め、制度の見直しなどの総合的な検討を加えること。 
 
四 被災世帯の認定にあたり、各地域において、格差の生じないように、関係
機関において必要な方法を講じること。 
 
 右決議する 


